労 働 条 件 通 知 書   兼   雇 用 契 約 書
正社員（期間の定めなし）用

株式会社〇〇商事（以下「甲」という。）と 　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、次のとおり労働契約を締結する。甲は、本書の交付をもって労働基準法15条1項の労働条件の明示を行う。
第1条（契約期間・試用期間）
1．本契約は期間の定めのない労働契約とする。
2．乙の試用期間は、雇入れの日から　　か月間とする。試用期間中の労働条件は本契約に定めるところによる。試用期間は勤続年数に通算する。
第2条（就業の場所）
雇入れ直後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
変更の範囲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第3条（従事すべき業務の内容）
雇入れ直後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
変更の範囲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第4条（就業時間・休憩・所定時間外労働）
1．始業 　　時　　分　終業 　　時　　分　休憩 　　　　　　　　　　　　（1日の所定労働時間8時間）
2．業務の都合により、所定労働時間を超えて、または所定休日に労働させることがある。この場合、甲は労働基準法36条の協定の範囲内で命じるものとする。
第5条（休日・休暇）
1．休日は、土曜日、日曜日、国民の祝日、　　　　　　　　　　　　　　とする。法定休日は　　　　とする。
2．年次有給休暇は、雇入れの日から6か月間継続勤務し、全労働日の8割以上出勤したときに10日を付与し、以後は労働基準法の定めるところによる。
3．その他の休暇は、就業規則第　　条に定めるところによる。
第6条（賃金）
1．基本給　月額 　　　　　　円
2．諸手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3．固定残業手当　　　　　円（時間外労働 　　時間分に相当する。これを超える時間外労働に対する割増賃金は別途支給する。）
4．割増賃金率は、所定時間外労働（法定超）25％、1か月60時間を超える時間外労働50％、法定休日労働35％、深夜労働25％とする。
5．賃金は毎月　　　日に締め切り、　　　　　　に支払う。支払は乙の同意を得て乙名義の金融機関口座へ振り込む方法による。
6．労使協定に基づき、　　　　　　　　　　　　を賃金から控除することがある。
7．昇給は　　　　　　　　　　　　　　　　。賞与は　　　　　　　　　　　　　　　　。
8．退職金は、退職金規程に定めるところにより支給する（勤続　　年以上）。
第7条（退職・解雇）
1．定年は満　　歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職とする。
2．乙が自己の都合により退職しようとするときは、退職しようとする日の　　日以上前に書面で申し出るものとする。
3．解雇の事由および手続は、就業規則第　　条から第　　条に定めるところによる。
第8条（服務）
乙は、就業規則その他甲の諸規程を守り、甲の指示に従って誠実に職務を遂行する。
第9条（その他）
1．社会保険の加入状況　　　　　　　　　　　　　　雇用保険の適用　有 ・ 無
2．雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口　　　　　　　　　　　　　　　　　
第10条（本契約に定めのない事項）
本契約に定めのない事項は、就業規則および関係法令の定めるところによる。本契約の内容を変更するときは、甲乙の合意による書面を作成する。

本契約の成立を証するため本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ各1通を保有する。
　　　　年　　月　　日
	甲
所在地
名称
代表者　　　　　　　　　　　　印
	
	乙
住所
氏名　　　　　　　　　　　　印
生年月日



※ 本書は労働基準法15条1項・同法施行規則5条にもとづく労働条件の明示（労働条件通知書）と、労働契約の合意（雇用契約書）を1通で兼ねるものです。厚生労働省のモデル労働条件通知書の項目を参考にした独自書式であり、モデル様式そのものではありません。
テンプレート提供：士業AI（shigyo-ai.com）
